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研究成果の概要（和文）：(1)環境汚染は人的資本の蓄積を阻害すること、(2)汚染のように被害がすぐに観察さ
れないような場合、企業は技術開発を怠る可能性があること、が経済成長、経済厚生に与える影響について分析
した。 (1)を考慮した研究では、初期に人口が少なく、人的資本水準が低い経済では、環境の質を保ちつつ経済
発展を遂げる均衡に辿りつかないことが判明した。(2)を考慮した研究では、企業が常に技術開発を行う均衡
と、技術開発を行う時期と行わない時期が交互に繰り返される均衡が存在することが明らかになった。(2)の拡
張研究で、参入規制が技術開発を怠る企業を排除することはできるが、それにより経済厚生は悪化してしまうこ
とを示した。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the effects on economic growth and economic welfare of (1) the 
fact that environmental pollution impedes the accumulation of human capital and (2) the fact that 
firms may neglect technological development when the damage is not immediately observable, as in the
 case of pollution. The study considering the first found that an economy with a small population 
and low level of human capital at the beginning cannot reach an equilibrium in which economic 
development is achieved while preserving the quality of the environment. The study considering the 
second reveals that there exists an equilibrium in which firms always develop technology and an 
equilibrium in which firms alternate between periods of technological development and periods of 
non-development. An extended study of the second showed that entry restrictions can eliminate firms 
that neglect to develop technology, but that this worsens economic welfare.

研究分野：経済成長論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
環境問題が世界的に最重要視されている現在において、経済成長や経済厚生を論じる上で環境問題を無視するこ
とはできなくなっている。本研究では、(1)親が子どもに人的資本投資をするときのインセンティブを通じて環
境汚染が長期的な経済成長、経済厚生にどう影響を与えるか、②企業が環境に配慮せずに市場に参入できる可能
性があることが、経済成長、経済厚生にどう影響を与えるかを分析し、それぞれの状況において最適な経済政策
を分析した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 「持続可能な発展」という考え方は、1980年に国際自然保護連合(IUCN)、国際環境計画（UNEP）
などがとりまとめた「世界環境保全戦略」で初めて取り上げられて以来、今日に至るまで重要か
つ喫緊の課題であるとみなされている。環境保全の重要性が指摘されて 30年以上過ぎるにもか
かわらず、地球温暖化は進行している。そのような状況を改善すべく、経済学の視点から「持続
可能な発展」について多くの理論的および実証的研究が行われてきている。 
 環境保護の視点をないがしろにした生産活動を行うと発生した汚染により労働の生産性が低
下し、かえって経済成長を抑制する可能性がある。実際に汚染は健康に深刻な影響を与え、労働
者の死亡率や病気になる確率を上昇させたりすることが実証されている（Currie and Neidell, 
2005）。環境汚染が健康被害などをとおして人的資本の蓄積に悪影響を与えるのであれば、子ど
もの人的資本蓄積の決定を行う親のインセンティブに環境汚染が影響を与えるのではないかと
考えた。環境の質が寿命に影響を与えることを考慮した理論研究や環境汚染が乳児死亡率や子
どもの健康に悪影響を与えることを実証した研究は多く存在するが、親の子に対する人的資本
投資のインセンティブに環境の質が影響を与えることに着目した研究については十分に研究蓄
積が進んでいるとは言い難い。 
他方で、環境汚染はゆっくりと蓄積し、最終的に悪影響が出るまでは時間がかかるという性質
がある。環境汚染は目に見えず、それが認識されるまで時間がかかるのであれば、企業が汚染削
減の技術開発を怠るのではないかと考えた。技術開発は経済成長の原動力となるため、こういっ
た企業のインセンティブが経済成長にどう影響を与えるかについて分析することは重要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、以下の 3つの課題に取り組む。 
(1)汚染の蓄積度合いに応じて人的資本の蓄積のインセンティブが異なることを考慮し、経済発
展と環境の質の経路を明らかにする理論モデルを構築する。 
(2)汚染は目に見えずその影響が観察されるまでに時間がかかることを考慮して、企業の研究開
発インセンティブと環境の質の関係を明らかにする理論モデルを構築する。 
(3)(1)と(2)の結果をふまえ、家計および企業に対する経済政策が労働の需要と供給をとおして環
境の質と経済成長に与える影響を分析する。各政策の影響が明らかになれば、貧困と環境悪化の
罠に陥っている中低所得国の経済発展を促進させる政策に対する示唆が得られる。 
 
３．研究の方法 
(1)環境の質と医療水準（所得水準）に応じて子育ての容易さが異なることを考慮し、親が子ど
もの質と量を決定する 2 期間世代重複モデルを構築する。政府の公共投資に応じて乳児死亡率
が決定する Chakraborty (2005)や環境の質に応じて老年期の生存確率が決定する Mariani et 
al. (2010)の考えを応用する。 
(2)汚染を発生する財の、経験財としての性質に焦点をあて、企業が品質偽装を行う可能性を考
慮する。モデル構築においては、経験財の存在が経済成長に与えることを考慮した Atkeson et 
al. (2015)を参考にし、環境汚染が蓄積するという要素を加えてモデルを再構築する。さらに環
境汚染の蓄積度合いに応じて最適な環境規制政策を明らかにする。 
(3)(1),(2)の研究で行なった家計の視点と企業の視点の両方を組み込んだ理論モデルを構築し、
人的資本蓄積と環境の質の相互関係に着目する。 
 
４．研究成果 
(1) 汚染の蓄積度合いに応じて人的資本の蓄積のインセンティブが異なることを考慮し、経済
発展と環境の質の経路を明らかにするための理論モデルを構築した。長期的な均衡は初期条件
（人口と人的資本水準）に依存することが明らかになった。初期条件が悪い（人口が少なく、人
的資本水準が低い）と、環境の質を保ちつつ経済発展を遂げる均衡にたどり着かないことが判明
した。持続可能な経済発展を達成できる均衡を実現するための政策についての分析を行う必要
がある。 
 
(2-1)汚染は目に見えずその影響が観察されるまでに時間がかかる。このような特徴があるため、
汚染を発生させる可能性のある財を生産する企業は、その品質について偽装する可能性がある。
こういった状況において、企業の研究開発インセンティブとの関係を明らかにするため、まずは、
経験財が存在する経済における均衡を特徴付ける一般均衡モデルを構築した。そのもとではパ
ラメーターによって企業が常に技術開発を行う均衡と、技術開発を行う時期と行わない時期が
交互に繰り返されるような均衡が存在することが明らかになった。今後は移行過程の性質を明
らかにし、均衡の安定性の議論を追加する予定である。本研究は“Long-run Welfare -Improving 
Regulation: When Experience Goods Matter”としてまとめ、日本経済学会 2020 年度秋季大会
で報告し、コメントをもとに改訂中である。 



 
(2-2) Oura, Asuka. “Deregulation: Why We Should Sometimes Welcome Even Low-Quality 
Firms.” Available at SSRN 4393284 (2023) 
(2-1)の研究を行う過程で生まれた研究である。「財の品質をすぐに観察できない」というような
状況においては、企業は技術開発を怠って一時的な利潤を目的に参入する可能性がある。そうい
った「低品質な企業」を排除するために参入規制を行うと、全要素生産性（TFP）や経済厚生に
どのような影響を与えるかについて疑問をもったため、長期的な均衡に焦点を絞ってモデルを
構築し、参入規制と企業の品質、厚生についての分析をすすめた。 
 分析を単純化するために、財の消費が一度行われると企業の品質が完全に明らかになるとい
う仮定をおき、既存企業はすべて高品質の財を生産し、新規企業にのみ、買い手はその財の品質
が不確実であるとした。 
このような状況において、新規参入企業は、低品質であれ高品質であれ、まだ買い手に自らの
品質が伝わっていない段階であるため一律に既存企業よりも少ない生産量で生産を行うことが
分かった。この結果は、Dunne et al. (1988)の実証研究と整合的である。さらに、長期的な競
争市場均衡においては、参入コストが研究開発コストに比べて相対的に高い場合、高品質な企業
のみが市場に参入し、効率性が確保されるが、参入コストが低い場合には、低品質な企業が参入
し、非効率となることがわかった。 
そこで、低品質企業が参入している場合の労働を使った参入規制政策の影響を分析した。参入
規制を行うと、(i)一時的な利潤では十分に参入コストを回収できないため低品質の企業の参入
は抑制される、(ii)参入コスト自体に多くの資源が向かうので他の生産活動に向ける資源が抑
制されている(iii)低品質の企業の参入の抑制は、市場の競争度を低下させるという一面をもっ
ており、全要素生産性が低下する、の効果がある。これらの効果を総合すると、(i)のプラスの
効果を(ii)、(iii)のマイナスの効果が上回ることが分かった。これは、新規企業の生産自体が
既存企業よりも少なく、そのため参入規制によって得られるプラスの効果が限られているため
と考えられる。つまり、参入規制を行うことにより、低品質企業を排除することはでるが、市場
競争力が低下し、労働コストが上昇するため、経済厚生が低下してしまう。 
さらに、生産される財に強い外部性がある場合について拡張分析を行なった結果、強い外部性
がある場合には参入規制が経済厚生を改善することがわかった。 
この研究については、3 件の国際学会で報告し、コメントをもとに論文を修正し、ワーキング
ペーパーを完成させ、国際雑誌へ投稿中である。 
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